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Ⅰ 総論  

 

１ 計画の趣旨  

全ての人が障害の有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合う共生社会を実

現するためには、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じて社会参加できるようにする

ことが必要です。 

学校をはじめとする教育現場で障害のある教職員が生き生きと働いていることは、

教職員のみならず児童生徒や保護者、さらには県民の障害者への理解が深まるなど共

生社会の実現に向けて大きな意義があります。 

また、障害のある児童生徒にとって、障害のある教職員がロールモデルになるといっ

た効果も期待されます。 

しかしながら、埼玉県教育委員会（以下、「県教育委員会」という。）の令和元年６月

１日の障害者雇用率は１．５８％であり、法定雇用率２．４％に満たない状況です。 

そうした中で、令和元年６月に、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下、「障害

者雇用促進法」という。）が改正され、国及び地方公共団体が率先して障害者を雇用す

る責務が明示されたとともに、厚生労働大臣が作成する指針（障害者活躍推進計画作成

指針）に即して、「障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

する計画（以下、「障害者活躍推進計画」という。）」を作成することが義務付けられま

した。 

そこで、県教育委員会は、障害者雇用促進法における事業主としての責務はもとよ

り、教育現場における障害者雇用の意義を踏まえた上で、障害のある教職員を含む全て

の教職員が働きやすい職場づくりを進めるため、障害者雇用促進法第 7 条の３に基づ

き「埼玉県教育委員会障害者活躍推進計画」を策定するものです。 

なお、取組の実施に当たっては、別に障害者活躍推進計画を策定する知事部局等と協

力をしながら進めていきます。 

 



- 2 - 
 

２ 計画期間  

令和２年４月から令和５年３月までの３年間 

３ 周知・公表 

（１）教職員に対する計画の周知 

計画を策定又は改定した際は、会議等により教職員に周知するとともに県庁ＬＡＮ

上や学校間ネットワーク上のページ及び県のホームページへの掲載等により、全ての

教職員に対して周知します。 

（２）公表 

計画を策定又は改定した際には、県ホームページで公表します。 

また、計画に掲げる取組の実施状況や数値目標の達成状況等についても、毎年度、周

知・公表します。 

４ 現状と課題 

（１）現状  

ア 障害者の雇用状況 

県教育委員会における障害者雇用の状況は、令和元年 6 月 1 日現在で、障害者数

が４７８．５人、雇用率が１．５８％と、法定雇用率の２．４％を下回っています。 

また、法定雇用率に対する不足数は２４７．５人となっています。 

【表１】県教育委員会における障害者の雇用状況（平成２９年度～令和元年度） 

    H29.6.1 H30.6.1 R1.6.1（※４） 

職員数（※１） 25,859.0 人 25,936.5 人 30,264.5 人 

障害者の数（※２） 400.0 人 430.5 人 478.5 人 

雇用率 1.55% 1.66% 1.58% 

不足数（※３） 168.0 人 191.5 人 247.5 人 

 

 

 

※１ 職員総数から除外率相当職員を除いた職員数 

※２ 身体障害者、知的障害者、精神障害者の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については、法律上、１人を２人に

相当するものとしてダブルカウントを行っている。また、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間勤務職員については、

法律上、１人を 0.5 人に相当するものとして 0.5 カウントしている。 

※３ 職員数に法定雇用率（2.4％）を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から「障害者の数」を減じて得た数である。 

※４ 令和元年度から、１年に満たない期間で雇用する臨時的任用職員についても障害者雇用率算定の対象となる職員に含めるよう国から新たな基準が

示されたため職員数が増加している。 
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職種別では、事務職員（学校の清掃業務に従事する職員なども含む。）の雇用率が

７．３１％であるのに対し、教育委員会の職員の９割を占める教育職員（主に教員）

の雇用率が１．０７％と低い状況です。【表２】 

学校種別では、小学校の教育職員が０．４５％、中学校の教育職員が０．７８％で、

特に低い状況にあります。 

障害種別では、身体障害者を４０５．５人雇用しているのに対して、知的障害者は

１６．０人、精神障害者は５７．０人にとどまっています。 

【表２】職種別・学校種別・障害種別 障害者の雇用状況（令和元年６月１日現在） 

 

対象 

職員数 

（人） 

障害者である職員数（人） 

雇用率 身体 

障害者 

知的 

障害者 

精神 

障害者 
計 

教育 

職員 

小学校 12,080.5 51.0 0.0 3.0 54.0 0.45% 

中学校 6,884.0 53.0 0.0 1.0 54.0 0.78% 

高等学校 5,871.0 64.5 0.0 8.0 72.5 1.23% 

特別支援学校 2,954.0 114.0 0.0 3.0 117.0 3.96% 

小計 27,788.5 282.5 0.0 15.0 297.5 1.07% 

事務 

職員 

教育局 550.0 20.0 12.5 13.5 46.0 8.36% 

小学校 603.0 21.0 0.0 2.0 23.0 3.81% 

中学校 318.0 14.5 0.0 2.0 16.5 5.19% 

高等学校 798.0 50.5 3.0 21.0 74.5 9.34% 

特別支援学校 210.0 17.0 0.5 3.5 21.0 10.00% 

小計 2,477.0 123.0 16.0 42.0 181.0 7.31% 

合計 30,264.5 405.5 16.0 57.0 478.5 1.58% 

     ※「対象職員数」の校種ごとの値と「小計」及び「合計」は、端数処理の都合上一致しない。 
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イ 県教育委員会におけるこれまでの取組 

（ア）障害のある本採用教育職員の採用 

a 本採用教員 

県教育委員会では、埼玉県の教員を目指す障害者に対して、小学校、中学校、

高等学校、特別支援学校等全ての志願区分で障害者特別選考を実施しています。 

障害者特別選考の対象者は、これまでの身体障害者に加えて、令和元年度から

精神障害者にも対象を拡大しました。 

【表３】教員採用選考試験における障害者特別選考状況 

試験実施年度 

（採用年度） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

(平成 28 年度) (平成 29 年度) (平成 30 年度) (令和元年度) (令和 2 年度) 

志願者数 ３２人 ２２人 ２２人 ２１人 ３４人 

合格者数 ４人 ４人 ３人 ８人 １３人 

採用者数 ３人 ３人 ３人 ８人 ー 

 

b その他の本採用教育職員 

令和元年度からは、県立学校実習助手の採用においても障害者特別選考を実施

しています。 

障害者特別選考の対象者は、教員採用選考試験における障害者特別選考と同様

に、身体障害者及び精神障害者としています。 

令和元年度の実施状況は、志願者数が７人、合格者数が２人でした。 

 

（イ）障害のある本採用事務職員の採用 

事務職員については、県の人事委員会が「障害者を対象とした職員選考」試験を

実施しており、合格者は、知事部局や教育局の職員、県立学校、小中学校、警察の

事務職員などとして採用されています。 

事務職員における障害者を対象とした職員選考試験の対象者は、平成２９年度ま

では身体障害者のみでしたが、平成３０年度からは精神障害者が、令和元年度から
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は知的障害者が対象に加えられました。 

また、令和元年度からは年齢要件の上限が引き上げられ（採用時年齢:３５歳→

５９歳）、住所要件や自力通勤の要件についても撤廃されました。 

【表４】障害者を対象とした職員選考試験状況 

試験実施年度 

（採用年度） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

(平成 28 年度) (平成 29 年度) (平成 30 年度) (令和元年度) (令和 2 年度) 

志願者数 ２５人 ２６人 ２６人 １１４人 ４７５人 

合格者数  ７人  ９人  ９人 ２２人  ２６人 

うち教育委員会採用者数  ２人  ０人  １人  ４人 － 

 

 

（ウ）障害のある非常勤職員の採用 

県教育委員会では、障害者を非常勤職員として雇用する取組を平成２３年度から

実施しています。 

令和２年３月２日現在、２５６人を雇用しており、教育局課所館、県立学校、市

町村立小中学校などで勤務しています。 

主な職務内容は、事務補助や植栽管理などの環境整備補助です。 

障害のある非常勤職員を支援する体制として、障害の特性や程度に応じて障害者

就業補助員（支援員）を配置しています。 

支援員は、障害のある非常勤職員が業務を遂行するに当たり、業務が行いやすく

なるよう内容を整理して指示を行ったり、進捗状況を確認したりしています。 

また、教育局に就業補助員を２名配置し、教育局の各課や学校などを巡回し、障

害者や障害者を受け入れている学校の管理職と面談を行い、職場への定着などの相

談に対応しているところです。 

 

（事務集約オフィス） 

令和元年度からは、これまで各教育事務所の本採用職員が担ってきた県費負担教

職員の出張旅費に関する業務を１か所に集約し、障害のある非常勤職員が業務を担
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う事務集約オフィス「ハーモニー」を設置しました。 

令和２年３月２日現在、障害のある非常勤職員２０人を雇用しています。 

 

（清掃業務） 

これまで民間企業に委託していた清掃業務を県の直営に戻し、障害のある非常勤

職員に担ってもらう取組を平成２９年度から県立久喜図書館で実施しています。 

令和元年度からは対象施設を県立図書館の他、県立学校を含めた 7 カ所に拡大

し、障害のある非常勤職員が清掃業務を行っています。 

令和２年３月２日現在、障害のある非常勤職員２６人を雇用しています。 

 

（チームぴかぴか） 

特別支援学校高等部卒業時に企業就労できなかった者を非常勤職員として雇用

し、「チームぴかぴか」の一員となって働きながら職業スキルを身に付け、企業へ

の就労につなげる取組を平成２６年度から実施しており、令和２年３月２日現在、

１１人を雇用しています。 

県庁（さいたま市）及び県立総合教育センター（行田市）において、事務補助や

清掃・環境整備業務を行っています。 

「チームぴかぴか」に対する支援体制としては、専任の支援員を配置し、生活面

や作業面などの支援を行うとともに、民間企業等の協力の下、スキルアップ研修を

行い、企業等への就労につなげているところです。 

 

（エ）学校等のバリアフリー化 

県教育委員会では、県立施設のバリアフリー化を大規模改修(※）等の中で進め

ています。 

特に、入口スロープ、車椅子（身体障害者）用駐車場、出入口の幅、車椅子（身

体障害者）用トイレ、階段手すり、エレベーターについて整備しています。 

※建築後または前回改修後、概ね２０年を経過した施設について、建物の機能回復を図るために

実施する建物全体の改修  
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ウ 障害者雇用推進委員会での議論 

県教育委員会では、今後の障害者雇用の推進方策を検討するため、平成３０年１０

月に外部有識者などから構成する「障害者雇用推進委員会」を立ち上げ、５回に渡り

検討を行いました。 

障害者雇用推進委員会では、他都県の事例なども参考にしながら、県教育委員会に

おいて障害者雇用をいかに進めて行くべきかについて議論を交わし、検討いただいた

ところです。 

前半３回の会議では、県教育委員会における現状と課題を説明し、障害者雇用に関

する基本的な考え方などを整理するとともに、法定雇用率達成に向け、特に教育職員

以外の職員を雇用するための様々な取組の検討がされ、平成３０年１１月には中間報

告がとりまとめられました。 

後半２回の会議では、中⾧期的な課題である教育職員（主に教員）の障害者雇用率

の向上のため、障害のある教員の募集、採用、配置等の方向性などについて検討いた

だきました。 

あわせて、社会全体の障害者雇用を推進する観点から、特別支援学校における職業

教育の今後の在り方についても意見交換がなされ、委員から課題等の提起がありまし

た。 

以上の検討の結果が整理され、平成３１年２月に最終報告がとりまとめられまし

た。 

【最終報告の概要】 

【早急に取り組むべきこと】 【中⾧期的に取り組むべきこと】 

・障害のある非常勤職員の雇用拡大 

・事務集約オフィスの新設 

・障害者をサポートする支援員の配置 

・障害者が働きやすい職場の整備 

・障害者を対象とした募集、採用選考試験

の改善 

・障害のある教員の配置拡大に向けた方策 

・特別支援学校卒業生の一般就労を増加さ

せるためＩＣＴ機器のスキル向上など

職業教育の幅を拡大 
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エ 障害者雇用に関する教職員の意識 

県教育委員会発令に係る教職員を対象に、障害者雇用についてアンケートを行いま

した。（調査実施期間 令和 2 年 3 月 5 日～令和 2 年 3 月 17 日） 

【回答者所属種別】 

教育局課所館         １２．４％ 

小中学校（義務教育諸学校含む）７１．６％ 

県立学校           １６．０％ 

【回答者職種別】 

教育職員              ７７．３％ 

その他職員（行政職員、非常勤職員等）２２．７％ 

【障害当事者】※障害者手帳の保有を問わない 

はい   ５．３％ 

いいえ ９４．７％ 

 

【問１．あなたの職場は障害のある職員が働きやすい職場だと思いますか。】 

はい  ２８．９％ → 問２へ 

いいえ ７１．１％ → 問３へ 

【問２．働きやすい職場だと思う点は何ですか（複数回答可）。】 
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その他



- 9 - 
 

（「その他」の意見抜粋） 

・職場内での障害理解が進んでいる（研修が充実している） 

・上司がよく相談にのってくれる 

【問３．働きやすい職場だと思わない点は何ですか（複数回答可）。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「その他」の意見抜粋） 

・障害のある教職員に対する業務内容の説明などが不足している 

・障害の状況によっては横になって休憩できる場所や周りの職員に気兼ねなく休

憩できる時間の確保が必要 

・個々の教職員が多忙であるため、障害のある教職員への配慮が薄い 

【問４．障害のある職員への対応に当たってどのような支援や体制が必要だと思いま

すか（複数回答可）。】 
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（「その他」の意見抜粋） 

・障害のある教職員との定期的な面談 

・施設のバリアフリー化（スロープ、車椅子対応トイレ、エレベーターなど） 

・障害者雇用の推進体制の整備 

・見えない障害（精神障害、難聴、内部障害など）に対する理解 

【問５．自由記述（抜粋）】 

・障害のある職員がいきいきと働く姿が他の職員の共感を呼ぶなど良い影響を与

えている 

・当事者の意見を聞くことが先ず必要である 

・全職員が正しい障害理解のもと、学校教育を進めていく必要がある 

・学校現場の現状を正確に把握し、検証の上で雇用を進めることが重要である 

・障害のある方の有する能力を正当に評価し、適切な職務を提供することが大事で

ある 

・教育現場で障害者雇用が進むことで、行政施設や公共機関の意識改革に繋がるの

ではないか 

 

（２）課題  

教育職員（主として教員）の障害者雇用率を高めることが大きな課題です。 

しかしながら、全国的に教員を志願する障害者が少ない状況（表５－１及び表５－

２）にあります。 

【表５－１】教員免許取得状況 

年度 免許状取得件数（延べ数） （件） 取得者実数 

（人） 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援 養護教諭 栄養教諭 計 

H29 全体 43,835 24,143 43,810 53,783 4,813 3,040 1,466 174,890 104,768 

うち障害者 31 44 89 111 49 8 0 332 168 

H28 全体 44,691 23,627 45,352 56,189 4,414 3,081 1,573 178,927 107,692 

うち障害者 37 39 84 108 38 1 1 308 161 

  ※ H29 の欄は「平成 30 年 3 月に大学等を卒業した者の免許取得状況」、H28 の欄は「平成 29 年 3 月に大学等を卒業した

者の免許取得状況」（いずれも文部科学省調査）から引用 



- 11 - 
 

【表５－２】障害のある者の受験者数 

 受験者数（人） 

障害種別 （うち特別選考） 

身体 知的 精神 身体 知的 精神 

平成 30 年度当初採用 296 1 6 257 1 5 

平成 29 年度当初採用 320 0 0 267 0 0 
※ 平成 30 年度当初採用の欄は「令和元年度教師の採用等の改善に係る取組事例」、平成 29 年度当初採用の欄は「平

成 30 年度教師の採用等の改善に係る取組事例」（いずれも文部科学省調査）から引用 

※ 受験者数は都道府県及び政令指定都市の合計 

 

教員を志願する障害者を増やすためには、障害のある教員とペアを組んで指導する

教員の配置や施設設備の整備など、教員の働きやすい環境を作ることを通して、障害者

にとって教員として働くことが可能な選択肢であることを示していくことが重要です。 

一方で、教員養成課程を有する大学等において障害のある学生を積極的に受け入れ

ることや、障害のある教員を支援する教員の配置定数の制度化など、県教育委員会単独

の取組では解決できない課題もあります。 

このようなことから、教員の障害者雇用を促進するためには、障害のある教員の働き

やすい環境づくりや障害のある学生が学びやすい環境づくりについて、国などと協議

しながら、中⾧期的に対応することが必要です。 

  

５ 取組方針 

（１）事業主としての県教育委員会の責務 

障害者雇用促進法においては、「すべての事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯

の理念に基づき、障害者である労働者が有為な職業人として自立しようとする努力に

対して協力する責務を有するものであって、その有する能力を正当に評価し、適当な雇

用の場を与えるとともに適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るよう

に努めなければならない」（第５条）とされています。 

県教育委員会は、改めて障害者雇用の理念を確認し、その責務を果たしていきます。 
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（２）教育現場における障害者雇用の意義 

学校教育において児童生徒の障害者理解を進めることは、誰もが相互に人格と個性

を尊重し支え合い、人々の多様な在り方を相互に認め合える共生社会を実現するため

の基礎となります。 

また、学校をはじめとする教育現場で障害者が生き生きと働いていることは、教職員

のみならず、児童生徒や保護者、さらには県民の障害者理解を促進するものである。障

害のある児童生徒にとっては、障害のある教職員がロールモデルになるといった効果

も期待できます。 

共生社会の実現に向け、県教育委員会が障害者を雇用し、教育現場に配置することは

大いに意義があると考えます。 

県教育委員会が障害者を積極的に雇用することは、企業や関係機関の理解と信頼を

得ることにつながり、障害のある生徒の自立と社会参加の更なる促進に資するもので

す。 

 

（３）取組方針  

県教育委員会は障害者雇用を促進する責務と意義を深く認識した上で、以下のとお

り取組みます。 

 

ア 障害者の活躍の場の拡大 

障害者を雇用するに当たっては、障害者が担う仕事を限定的に考えるのではなく、

一人一人の障害の種類や程度のほか、スキルの習得状況、本人の希望、意欲などを総

合して考えることが大事です。 

個々の障害者がその障害の内容及び程度に応じて能力が発揮できる具体的な職域・

職種・業務を課所館・学校ごとに把握し、仕事を提供していきます。 

職務設定のほか、障害者の募集や採用、配置及びキャリア形成など各段階において、

着実に取組んでいきます。 
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イ 障害者が働きやすい職場づくり 

障害者の活躍を推進するためには、職場における働きやすい環境を作ることが欠か

せません。 

障害者が勤務する職場の同僚・上司が、障害のある教職員を温かく見守り、支援す

る応援者となるようにすることが重要です。 

県教育委員会として、障害者の活躍を推進する体制を構築するとともに、各所属に

おいて障害者が働きやすい職場となるよう支援体制を整備します。 

また、障害のある教職員の障害の種類や程度に合わせて、必要に応じて人的、物的

な面でも環境を整えていきます。 
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Ⅱ 障害者が活躍するための施策（具体的な取組） 

 

１ 障害者の活躍の場の拡大 

（１）職務の選定・創出 

障害者を雇用するに当たっては、個々の障害者が、その障害特性や程度に応じて能力

が発揮できる具体的な職域・職種・業務を課所館及び学校ごとに把握し、仕事を提供す

ることが求められます。 

特に障害のある短時間勤務職員（会計年度任用職員）の雇用については、これまで取

り組んできた事務補助や環境整備補助に加えて、授業準備補助や実習補助のような形

で教育活動に直接関わることも視野に入れて、障害者の活躍の場の拡大に努めます。 

さらに、事務補助や環境整備補助などの補助業務に限らず、これまで本採用職員等が

担ってきた業務についても、障害者の担う職務として選定していきます。 

具体的な取組 

【継続・拡充】 

▶事務補助や環境整備補助として短時間勤務職員の雇用を行うとともに、授業準

備補助や実習補助といった教育活動に直接関わる職務などを把握・検討し、障

害者の活躍の場の拡大をします。 

▶図書館等における清掃業務行う短時間勤務職員を雇用します。 

▶事務集約オフィス「ハーモニー」で業務を行う短時間勤務職員を雇用します。 

▶障害者雇用を積極的に進めている地方公共団体や民間企業を調査し、新たな職

域等の開拓を検討します。 

【新規】 

▶テレワーク等新たな働き方を研究します。 
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（２）障害者の採用  

障害者を採用するに当たっては、障害者の個々の障害の特性や職場の状況に応じた

合理的配慮の提供が可能かどうか、合理的配慮の提供により業務遂行ができるかどう

かを判断しなければなりません。 

判断に当たっては、応募者と個別に話し合いを行うことが重要であり、募集段階で、 

○特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定すること 

○自力で通勤できることといった条件を設定すること 

○介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定すること 

○「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられる」といっ

た条件を設定すること 

は、合理的配慮の提供の可否を個別に検討・判断していないことから不適切な取扱

いです。 

また、特定の就労支援機関からのみ受入れを実施することは公平性の観点から 同

様に不適切な取扱いです。 

障害者の採用に当たっては、不適切な取扱いを排除し、公平・公正な採用を行いま

す。 

 

ア 障害のある本採用教育職員の採用 

（ア）本採用教員 

教員採用選考試験における障害者特別選考の志願者数が少ない状況です（前出表

３）。志願者数を拡大するため、障害者を対象とした教員の募集、採用選考試験、

採用後の配置等の各段階において着実な取組を行っていきます。 

募集に当たっては、障害者特別選考の実施、選考時における配慮の実施、採用後

の配慮の実施等について広く周知に努めます。 

また、選考時においては、受験者の障害の種類や程度によって受験上の配慮措置

を講じます。 
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具体的な取組 

【継続・拡充】 

▶教員の採用において障害者特別選考試験を実施します。 

▶障害者特別選考試験においては、障害の種類や程度によって一部免除、内容変

更、試験時間の延⾧、面接時における配慮など、受験者ごとに受験上の配慮措

置を講じます。 

※令和元年度の障害者特別選考試験における具体的な配慮例 

 ・手話通訳者の配置 ・点字による受験 ・別室での受験 

 ・指示事項の文字による提供 ・会場内の誘導 

 ・座席指定上の配慮   など 

▶障害のある教員が生き生きと働いている姿をホームページ等で紹介します。 

▶教員を目指す障害のある大学生等に対する説明会を実施します。 

▶県内のハローワークや埼玉県総合リハビリテーションセンター、埼玉県障害者

交流センターなどを利用する障害者に対しても周知します。 

 

（イ）その他の本採用教育職員 

障害者雇用を進めるにあたっては、教員免許を必要としない教育職員においても

障害者の雇用を行うことが重要であり、積極的な採用に努めます。 

具体的な取組 

【継続】 

▶県立学校実習助手の採用において障害者特別選考を実施します。 

【新規】 

▶寄宿舎指導員の採用において障害者特別選考の実施を検討します。 
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イ 障害のある本採用事務職員の採用 

障害者雇用を進めるにあたっては、事務職員等においても障害者の雇用を行うこと

が重要であり、積極的な採用に努めます。 

具体的な取組 

【継続】 

▶県人事委員会が実施する障害者を対象とした埼玉県職員選考により採用します。  

 

ウ 障害のある短時間勤務職員の採用  

障害者が安定して、⾧く勤務するためには、障害特性に応じた柔軟な勤務形態が求

められます。 

本採用教職員以外にも、障害者を対象とした短時間勤務職員の採用を引き続き実施

するとともに職務の選定・拡大に努めます。 

具体的な取組 

【継続・拡充】 

▶事務補助や環境整備補助として短時間勤務職員の雇用を行うとともに、授業準

備補助や実習補助といった教育活動に直接関わる職務などを把握・検討し、障

害者の活躍の場の拡大をします。【再掲】 

▶図書館等における清掃業務行う短時間勤務職員を雇用します。【再掲】 

▶事務集約オフィス「ハーモニー」で業務を行う短時間勤務職員を雇用します。 【再掲】 
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エ その他  

具体的な取組 

【継続】 

▶障害のある教職員の配属先の検討にあたっては、採用時の意向聴取等を通じて、

一人一人の障害特性や希望、スキル等を把握し、能力が十分に発揮できるよう

に努めます。 

▶特別支援学校の在校生等や就労移行支援機関等で希望する障害者に対して職

場実習の場を積極的に提供します。 

【新規】 

▶障害のある本採用教職員が採用後に円滑に勤務ができるよう、採用前に、短時

間勤務職員として勤務できる「プレ雇用制度」を創設します。 

 

（３）キャリア形成  

障害がある者も障害がない者も一人一人が社会的・職業的自立に向け、職務経験を通

じて職業能力を形成していくこと（キャリア形成）は重要であり、障害がある教職員の

キャリア形成に資するための配慮を行う必要があります。 

また、任期が限られた障害者短時間勤務職員は、その任期終了後に民間企業等で就業

することもあることを想定しながらキャリア形成を行うことが重要です。 

具体的な取組 

【継続】 

▶障害のある教職員が研修等を受講しやすいよう配慮（聴覚障害者への手話通訳

の手配、勤務時間の調整など）します。 

▶障害のある短時間勤務職員に対しては、業務を通じて職務遂行能力が高まるよ

う所属職員や支援員が指導や支援します。 
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【新規】 

▶障害のある教員の障害の種類や程度に合わせた指導方法を研究し、研修を実施

します。 

 

 

２ 障害者が働きやすい職場づくりの推進 

障害者の活躍を推進するためには、職場における働きやすい環境を作ることが欠か

せません。 

県教育委員会として、障害者の活躍を推進する体制を構築するとともに、各所属にお

いて障害者が働きやすい職場となるよう体制を整備します。 

また、障害のある教職員の障害の種類や程度に合わせて、必要に応じて人的、物的な

面でも環境を整えていきます。 

 

（１）「障害者雇用推進者」の選任【継続】  

障害者雇用促進法（第７８条第１項）に基づく「障害者雇用推進者」は教育総務部⾧

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「障害者雇用推進者」の主な業務 

 

① 障害者の雇用の促進及び継続を図るため、施設又は設備の設置又は 

整備その他の諸条件の整備を図るための業務 

② 対象障害者の採用に関する計画（以下、「障害者採用計画」という。） 

の作成及び当該計画の円滑な実施を図るための業務 

③ 障害者採用計画の適正な実施に関する勧告並びに対象障害者及び特定 

身体障害者の確認の適正な実施に関する勧告を受けたときは、当該勧告 

に係る厚生労働省との連絡に関する業務 

④ 厚生労働大臣に対する対象障害者である職員の任免に関する状況の通 

報及び公表 

 ⑤ 障害者を免職する場合における公共職業安定所⾧への届出の業務 
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（２）「埼玉県教育委員会障害者活躍推進計画策定・推進委員会」の運営【継続】 

障害者活躍推進計画作成指針では、障害者活躍推進計画を推進するため、障害者雇用

推進チームの設置が重要であるとされています。 

県教育委員会では、本計画の策定にあたり、障害者雇用推進チームとして「埼玉県教

育委員会障害者活躍推進計画策定・推進委員会」を設置しました。 

「埼玉県教育委員会障害者活躍推進計画策定・推進委員会」では、本計画における施

策の具体的な取組に関する進捗状況を点検するとともに、現状を踏まえた新たな取組

等について検討し、計画の見直し等を行います。 

なお、構成員は以下のとおりです。 

   ① 委 員 ⾧:教育総務部⾧ 

   ② 副委員⾧:県立学校部⾧、市町村支援部⾧ 

   ③ 委  員:教育総務部副部⾧、県立学校部副部⾧、市町村支援部副部⾧、 

  県立学校部参事兼市町村支援部参事、関係課⾧（総務課、財務課、

福利課、県立学校人事課、高校教育指導課、特別支援教育課、小中

学校人事課、義務教育指導課、教職員採用課）、障害のある教職員 

 

（３）「埼玉県教育委員会障害者雇用点検評価」の実施【新規】 

障害者活躍推進計画作成指針では、計画の実施状況の点検結果を踏まえた対策の実

施及び計画の見直しを行うことができるＰＤＣＡサイクルの確立が必要であるとされ

ています。 

県教育委員会では、計画の実施状況の点検に当たって、外部有識者による点検評価

「埼玉県教育委員会障害者雇用点検評価」を実施します。 

 

（４）各所属における推進体制【継続】 

県教育委員会では、平成３１年４月に「障害者が働きやすい職場づくり推進要綱」を

策定しました。教育局各課所館及び県立学校の各所属においては、当該要綱に基づき障

害者雇用を推進していきます。 

教育局各課所館及び県立学校の各所属における取組については、市町村立学校にお
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いても同様の対応できるよう必要な情報を市町村教育委員会へ提供します。 

 

ア 所属⾧の責務 

所属⾧は、障害のある教職員が、その能力を十分に発揮できるような職場環境を確

保するために、必要な措置を講じるものとします。 

また、障害のある教職員から職場環境について相談等の申し出があった場合におい

ては、迅速かつ適切に対応するものとします。 

 

イ 教職員の責務  

教職員は、障害者に対する理解を深めるとともに、障害のある教職員が働きやすい

職場づくりに向けた取組に全面的に協力するものとします。 

 

ウ 研修等の実施  

教育⾧は、障害者に対する理解の促進や障害のある教職員が働きやすい職場づくり

を進めていくため、教職員に対し、必要な研修等を実施するものとします。 

 

エ 心のバリアフリー推進員の指定 

所属⾧は、教職員の中から心のバリアフリー推進員（以下、「推進員」という。）を

１名指定します。推進員は、原則として所属⾧に次ぐ職位（副課⾧、副館⾧、副校⾧、

教頭、事務⾧等）にあるものとします。 

推進員は、所属⾧の指示を受け、所属内の次の事項について取り組むものとします。 

     ① 障害者理解のための意識啓発等の研修 

     ② 障害者が働きやすい職場づくりの推進 

     ③ 障害のある教職員からの相談等の対応 
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（５）職業生活における相談体制の整備【継続】 

教育局各課所館及び県立学校において所属⾧から指定された推進員が障害のある教

職員からの相談等に対応するほか、障害者雇用促進法に基づき、該当する所属には「障

害者職業生活相談員」を配置します。 

市町村立学校に在籍する障害のある県費負担教職員の相談等については、各教育事

務所に配置した障害者職業生活相談員が対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）所属以外での相談体制及び専門処理機関の整備【継続・拡充】 

障害のある教職員の職業生活における相談の内容に応じて、所属以外にも多様な相

談先を確保することが重要です。 

推進員や障害者職業生活相談員だけでなく、人事担当者や福利課保健師等を含め、相

談体制を整備します。 

また、障害のある教職員から相談を受けた推進員や障害者職業生活相談員等が相談

内容に対してアドバイスが受けられるよう体制を整備します。 

加えて、障害者である教職員等から所属では解決できない相談や苦情の申し出等を

専門的に処理する機関を整備します。 

 

  

「障害者職業生活相談員」の主な業務 

 

① 障害者の適性・能力に応じた職務の選定等に関すること 

② 障害者の希望に応じた研修の実施等、障害者の職業能力の向上等に関すること 

③ 障害者の障害に応じた施設設備の改善等作業環境の整備に関すること 

④ 労働条件や職場の人間関係等障害者の職業生活に関すること 

⑤ 障害者の余暇活動に関すること 

⑥ その他障害者の職場適応の向上に関すること 
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（７）外部関係機関（障害者就労支援機関等）との連携体制の整備【継続】 

障害者雇用を推進する上で、ハローワークや障害者就労支援機関等との緊密な連携

が欠かせません。 

現在、障害のある非常勤職員の採用に当たっては、ハローワークに求人申込みを行っ

ていますが、今後、採用を拡大していくためには、さらに多くの就職希望者の紹介を受

ける必要があります。そのため、県教育委員会は、募集する短時間勤務職員の業務内容

や業務上配慮できる事項などをこれまで以上に分かりやすく示すなどして、ハローワ

ークと協力して障害者の採用に当たる必要があります。 

障害者が勤務するに当たっては、一人一人の状況に応じて支援員等がサポートして

いますが、職場への定着を高めるためには、就業面と生活面の一体的な相談・支援を行

う障害者就業・生活支援センターや市町村障害者就労支援センターとの連携を深めて

いくことが必要です。 

加えて、就労移行支援機関等からの職場実習を積極的に受け入れていくことも必要

です。就労を希望する障害者を一定期間職場で受け入れ、職場での実務を体験すること

は、障害者だけではなく受け入れた職場においても相互理解を深めることとなり、職場

における障害者雇用の推進に資するものです。 

 

（８）支援員の配置  

障害者の雇用拡大に伴い、障害のある教職員の障害の種類や程度により必要に応じ

て業務遂行をサポートする支援員の配置を行うとともに、研修の実施などにより支援

員の資質の向上を図ります。 

具体的な取組 

【継続】 

▶支援員を適切に配置します。 

▶支援員向け研修等を実施します。 
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＜県教育委員会における障害者活躍推進計画の推進体制＞ 

 

  

（所属や本人からの相談） 

（所属や本人からの相談） 

 

 

 

（相談体制） 

埼玉県教育委員会障害者活躍推進計画策定・推進委員会 

 

障害者雇用全般に関する

相談 

人事制度や健康管理に関

する相談 

教 育 局 

人事担当者 

福利課保健師など 

障害者雇用 

推進担当

障害者雇用推進者(教育総務部⾧) 

所属だけでは解決できな

い相談や障害のある職員

からの苦情について専門

的に処理 

専門処理機関 

 

 

 

 

（一部の所属） 

各 所 属 

所属⾧ 

心のバリアフリー推進員 

障害者職業生活相談員 

支援員 

職業生活に関する身

近な相談 

職業生活全般の相談 

業務遂行への支援 

障害のある 

教職員 

 
外 部 機 関 

職場以外の日常生活などに関する相談 

障害者就労支援センター 障害者就業・生活支援センター 
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（９）職務環境の整備  

県教育委員会では、これまで管理する施設について、バリアフリー化の主要な６項目

（入口スロープ、車椅子（身体障害者）用駐車場、出入口の幅、車椅子（身体障害者）

用トイレ、階段手すり、エレベーター設置）を重点的に整備しており、引き続き必要な

設備の設置、整備等に取組みます。 

また、障害のある教職員の障害の種類や程度に合わせて、必要に応じてＩＣＴ機器を

整備し、障害のある教職員の就労を支援します。 

具体的な取組 

【継続】 

▶車椅子（身体障害者）用トイレの整備など県立高校におけるバリアフリー化を

推進します。 

▶読み上げソフトや点字ディスプレイなど必要なＩＣＴ機器を整備します。 

▶市町村教育委員会に対して施設のバリアフリー化やＩＣＴ機器の整備等の推

進について、働きかけを行います。 

 

（10）障害者理解等を促進する研修等の実施  

障害者が働きやすい環境を整えるため、全ての所属で障害者理解や障害者雇用等を

促進する研修等を実施します。 

また、合理的配慮の取組例を記載したマニュアルなどを整備し、職員に周知します。 

加えて、障害のある教職員が働きやすい職場を作るには、教職員の障害者理解のみな

らず、児童生徒の保護者や地域の人々の理解も重要であることから、教職員と同様に障

害者理解のための研修を実施することも必要です。 

具体的な取組 

【継続】 

▶所属⾧向け研修等を実施します。 

▶推進員向け研修等を実施します。 
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▶教職員向け研修等を実施します。 

▶人事担当者向け研修等を実施します。 

▶合理的配慮など取組例のマニュアルを整備します。 

▶外部セミナー、講習会等を周知・活用します。 

▶障害者理解のための研修や障害者が働きやすい職場づくりの推進等に必要な

情報を市町村教育委員会に対して提供します。 

【新規】 

▶保護者や地域の方々向け研修等を実施します。 

 

（11）人事管理  

障害者一人一人の障害の状況に応じて、無理なく、安定的に勤務ができるよう柔軟な

働き方を推進します。 

体調管理やワークライフバランスの実現のため、年次休暇等の各種休暇の取得を促

します。 

具体的な取組 

【継続・拡充】 

▶障害のある教職員の配置方針等を明確化し、個々の障害の状況、能力、適性等

を考慮し、適切な配置に努めます。 

▶年次休暇等の各種休暇の取得を促します。 

【新規】 

▶テレワーク等新たな働き方を研究します。【再掲】 

 

  



- 27 - 
 

３ その他 

 

（１）関係機関への要望・働き掛け  

ア 国への要望・働き掛け  

障害のある教員が勤務するには、障害のある教員をサポートするための人的支援、

環境整備が必要です。 

障害のある教員の負担を軽減し、働きやすい職場環境を整備するためには、国によ

る人的支援に係る財政措置及び制度的措置が不可欠です。 

また、施設改修及び機器導入に係る財政措置も必要です。 

教育職員における障害者雇用の全国状況や、障害のある学生が教員を目指す上でど

のような課題を抱いているか実態を調査し、学校における障害者雇用の在り方を検討

するよう国に求めていきます。 

 

イ 大学等への働き掛け  

教育職員の雇用を進めるため、障害のある教員の養成を推進する必要があります。

障害のある者が学びやすい環境を整備するよう教員養成課程を有する大学等に対し

働き掛けを行います。 

 

（２）障害者就労施設等からの物品調達  

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成２４

年法律第５０号。以下、「障害者優先調達推進法」という。）や埼玉県財務規則等に基づ

き、障害者就労施設等への発注等に努めます。 
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Ⅲ 障害者雇用推進のための工程表 

１ 障害者の活躍の場の拡大 

（１）職務の選定・創出 
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

1 継続 障害のある短時間勤

務職員の雇用 

事務補助や環境整

備補助として障害の

ある短時間勤務職員

の雇用を行う。 

・図書館等清掃 

・事務集約オフィス 

 

募集・採用 

（随時） 

  

2 拡充 障害のある短時間勤

務職員の活躍の場の

拡大 

授業準備補助や実

習補助といった教育

活動に直接関わる職

務などを把握・検討

し、障害者の活躍の

場の拡大をする。 

障害者雇用を積極

的に進めている地方

公共団体や民間企業

を調査し、新たな職

域等の開拓を検討す

る。 

 

現状把握、 

業務内容等

の検討 

 

 

 

 

 

 

 

募集・採用 

（随時） 

 

3 新規 新たな働き方の研究 テレワーク等新た

な働き方を研究す

る。 

 

先進事例等

の調査、規

定・必要な設

備等の整理 

 

 

  

 

（２）障害者の採用 

ア 障害のある本採用教育職員の採用 

（ア）本採用教員 
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

4 継続 障害者特別選考試験

の実施 

教員の採用において

障害者特別選考試験

を実施する。 

 

募集・採用 

 

 

  

5 継続 大学・短期大学等へ

の説明 

（学校説明会等） 

教員を目指す障害

のある大学生等に対

し、障害者が教員と

して活躍している状

況や教育委員会の配

慮している事項など

を説明する。 

 

大学説明会

等の実施、大

学等訪問・説

明 
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No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

6 継続 障害のある教員が活

躍する姿のホームペ

ージ等での紹介 

障害のある教員が

働いている姿をホー

ムページ等で紹介

し、教員として働く

ことが可能な選択肢

であることを示す。 

 

HP への掲載 

 

  

 

（イ）その他の本採用教育職員 
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

7 継続 実習助手採用選考に

おける障害者特別選

考の実施 

実習助手の採用に

おいて障害者特別選

考を実施する。 

 

募集・採用 

 

 

  

8 新規 寄宿舎指導員採用選

考における障害者特

別選考の実施の検討 

寄宿舎指導員の採

用において障害者特

別選考の実施を検討

する。 

 

実施の検討 

 

 

募集・採用 

 

 

  

 

イ 障害のある本採用事務職員の採用 
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

9 継続 障害者を対象とした

埼玉県職員採用選考

による採用 

 人事委員会におけ

る障害者を対象とし

た埼玉県職員採用選

考により事務職員等

を採用する。 

 

採用 

  

 

ウ 障害のある短時間勤務職員の採用 ※取組Ｎｏ．１の再掲のため割愛 

 

エ その他  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

10 新規 プレ雇用制度の創設  障害のある本採用

教職員が採用後に円

滑に勤務できるよ

う、採用前に短時間

勤務職員として勤務

できる制度を創設す

る。 

 

制度の検討 

 

 

実施 
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No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

11 継続 特別支援学校・就労

移行支援施設等との

連携 

特別支援学校の在

校生や、就労移行支

援機関等に在籍する

障害者に対して職場

実習の場を積極的に

提供する。 

 

実習受入 

（随時） 

 

  

 

（３）キャリア形成 
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

12 新規 障害のある教員のた

めの指導方法等の研

究 

 障害のある教員の

障害の種類や程度に

合わせた指導方法を

研究し、研修を実施

する。 

 

実態調査 

指導方法等

の研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修の実施 

 

 

13 継続 研修等の受講に係る

配慮 

障害のある教職員

が研修等を受講しや

すいよう配慮を行

う。 

 

合理的配慮

の提供 

  

14 継続 障害のある短時間勤

務職員に対する指

導・支援 

障害のある短時間

勤務職員に対して、

業務を通じて職務遂

行能力が高まるよう

所属職員や支援員が

指導・支援を行う。 

 

指導・支援 

  

 

２ 障害者が働きやすい職場づくりの推進 

（１）「障害者雇用推進者」の選任  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

15 継続 「障害者雇用推進

者」の選任 

 障害者雇用促進法

に基づく「障害者雇

用推進者」を選任す

る。 

 

障害者活躍

推進計画の

円滑な実施

等 
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（２）「埼玉県教育委員会障害者活躍推進計画策定・推進委員会」の運営  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

16 継続 「埼玉県教育委員会

障害者活躍推進計画

策定・推進委員会」

の設置及び運営 

 障害者活躍推進計

画の進捗状況の点検

及び現状を踏まえた

新たな取組等の検

討、計画の見直しを

行う。 

 

進捗状況の

点検、取組

の検討等 

（年 1回） 

 

 

幹事会開催 

（年 3回） 

 

 

  

 

（３）「（仮称）埼玉県教育委員会障害者雇用点検評価」の実施  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

17 新規 外部有識者による

「埼玉県教育委員会

障害者雇用点検評

価」の実施 

 障害者雇用の取り

組みの着実な推進の

ため、外部有識者に

よる「埼玉県教育委

員会障害者雇用点検

評価」を実施する。 

 

実施検討 

 

 

実施 

（年 1 回） 

 

 

  

 

（４）各所属における推進体制  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

18 継続 推進員の指定  教育局及び県立学

校の各所属に推進員

を指定し、各所属に

おいて障害者雇用の

推進に係る取組を行

う。 

 

推進員によ

る所属内研

修の実施等 

（年 1回） 

 

 

  

 

（５）職業生活における相談体制の整備  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

19 継続 「障害者職業生活相

談員」の配置 

 障害者雇用促進法

に基づく「障害者職

業生活相談員」を配

置する。 

 

配置 
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（６）所属以外での相談体制及び専門処理機関の整備  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

20 拡充 所属以外での相談体

制及び専門処理機関

の整備 

 推進員及び職業生

活相談員に対する相

談体制を整備する。 

所属だけでは解決で

きない相談や障害の

ある教職員からの苦

情の申し出等を専門

的に処理する機関を

整備する。 

 

相談体制の

整備 

 

 

専門処理機

関の設置検

討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門処理機

関の設置 

 

 

 

 

（７）外部関係機関（障害者就労支援機関等）との連携体制の整備  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

21 継続 ハローワークや障害

者就労支援機関等と

の連携 

 障害のある短時間

勤務職員の採用に関

し、ハローワークと

協力して障害者の採

用にあたる。 

 障害者の職場への

定着を高めるため、

障害者就労支援機関

等との連携（研修協

力等）を促進する。 

  

 

関係機関と

の連携 

  

 

（８）支援員の配置  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

22 継続 支援員の配置及び支

援員の研修 

 障害のある短時間

勤務職員の支援・指

導を行う支援員を配

置する。 

 支援員の資質向上

を図る研修を実施す

る。 

 

支援員の募

集・採用 

（随時） 

 

 

支援員研修

の実施 

（年 1回） 
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（９）職務環境の整備  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

23 継続 身体障害者用トイレ

の整備など県立高校

におけるバリアフリ

ー化の推進 

 身体障害者用トイ

レの整備など県立高

校におけるバリアフ

リー化を計画的に実

施していく。 

 

身体障害者

トイレの整

備、入口ス

ロープの整

備 

 

 

  

24 継続 ＩＣＴ機器の整備  読み上げソフトや

点字ディスプレイな

ど必要なＩＣＴ機器

を整備し障害のある

教職員の就労を支援

する。 

 

ICT 機器の

整備 

  

25 継続 市町村教育委員会へ

の働きかけ 

市町村教育委員会

に対して施設のバリ

アフリー化やＩＣＴ

機器の整備等の推進

について働きかけを

行う。 

 

情報提供 

 

 

  

 

（10）障害者理解等を促進する研修等の実施  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

26 継続 所属長への研修  障害者理解のため

の研修や障害者が働

きやすい職場づくり

の推進等に必要な研

修を行う。 

 

研修の実施 

（年 2回） 

  

27 継続 推進員への研修 障害者理解のため

の研修や障害者が働

きやすい職場づくり

の推進等に必要な研

修を行う。 

各所属での職場内

研修等が行えるよう

支援する。 

 

研修の実施 

（年 1回） 

  

28 拡充 教職員への研修 障害者理解のため

の研修や障害者が働

きやすい職場づくり

の推進等に必要な研

修を実施する。 

 

研修の実施 

（年 1回） 

  

29 継続 人事担当者向け研修

等の実施 

障害者が働きやす

い職場づくりや障害

特性に応じた雇用管

理に関する知識のほ

か、障害者雇用促進

法等に関する理解を

徹底するための研修

を実施する。 

 

研修の実施 

（年 1回） 
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No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

30 新規 保護者等への研修等

の実施 

障害者の理解につ

いて教職員のみなら

ず、児童生徒の保護

者や地域の人々の理

解も重要であること

から、障害者理解の

ための研修等を実施

する。 

 

研修等の実

施 

（年 1回） 

  

31 拡充 マニュアルの整備、

外部セミナー・講習

会等の周知等 

合理的配慮など取

り組み例のマニュア

ルなどを整備する。 

外部セミナー、講

習会等を周知・活用

する。 

 

マニュアル

の整備、講習

会等の情報

提供 

（随時） 

 

 

  

32 継続 市町村教育委員会へ

の働きかけ 

障害者理解のため

の研修や障害者が働

きやすい職場づくり

の推進等に必要な情

報を市町村教育委員

会に対して提供す

る。 

 

情報提供 

  

 

（11）人事管理  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

33 継続 障害のある教職員の

配置方針等の明確化 

 人事異動方針にお

ける障害のある教職

員の配置方針に基づ

き適切な配置に努め

る。 

 

配置 

  

 

３ その他 

（１）関係機関への要望・働き掛け  

ア 国への要望・働き掛け  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

34 継続 国への要望  新たな定数措置や

新たな財政措置の要

望を行う。 

 障害者雇用に関す

る全国の実態調査を

踏まえた学校におけ

る障害者雇用の在り

方の検討を要望す

る。 

 

国への要望

の実施 
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イ 大学等への働き掛け  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

35 継続 障害のある学生の教

員免許の取得促進 

（国・大学等への働

きかけ） 

 障害のある学生が

教員を目指す上での

課題に関する現状調

査及び教員免許取得

促進に係る国から大

学への働きかけにつ

いて国へ要望すると

とともに、県教委か

ら大学等に対して障

害のある学生の教員

免許取得促進に関し

て働きかける。 

 

国への要望

の実施 

 

 

大学等に対

する働きか

け 

  

 

（２）障害者就労施設等からの物品調達  
No. 区分 主な取組 内容 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

36 継続 障害者就労施設等か

らの物品調達 

 障害者優先調達推

進法や県財務規則等

に基づき、障害者就

労施設等への発注等

に努める。 

 

発注等 
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Ⅳ 指標 

１ 障害者の活躍の場の拡大 

【指標１】障害のある教員が活躍する姿をホームページ等で紹介したり、教員養成課程

を有する大学等で説明会を開催したりすることを通して、教員採用選考試験に

おける障害者特別選考の志願者数の拡大を目指します。 

指標 
現状値 

(令和元年度) 

目標値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和 4 年度) 

教員採用選考試験における

障害者特別選考志願者数 
３４人 ４０人以上 ５０人以上 

 

２ 障害者が働きやすい職場づくり 

【指標２】障害者就業補助員（支援員）の配置、教職員に対する障害者理解を促進する研

修の実施、障害者が働きやすい施設整備などを通して、障害のある方が安心し

⾧く働ける職場づくりを進め、職場定着率を高めます。 

指標 
現状値 

（R2.3.2） 

目標値 

(令和 2 年度) 

目標値 

(令和 4 年度末) 

障害のある会計年度任用職

員の職場定着率 
９２．２％ ９２％以上 ９２％以上 

※ 当該年度に雇用された会計年度任用職員について、当該雇用期間に対する定着状況を測定す

るものとする。 

※ 民間企業等への一般就労を目指す「チームぴかぴか」は除く。 

  

３ 法定雇用率の達成目標（国に提出した「障害者の採用に関する計画」から） 

【指標３】国に提出した「障害者の採用に関する計画」及び障害者雇用促進法に基づき、

計画的に雇用率達成を目指します。 

指標 
現状値 

（R1.6.1） 

目標値 

（R2.12.31） 

目標値 

（R4.6.1） 

障害者雇用率 １．５８％ ２．４０％以上 ２．５０％以上 

 


